
足利佐野都市計画地区計画の決定（佐野市決定） 

 

 都市計画アグリタウン地区計画を次のように決定する。 

 名   称  アグリタウン地区計画      

 位   置  佐野市植下町、飯田町、および馬門町の各一部      

 面   積  約５．４ｈａ （Ａ地区 約１．９ｈａ、 Ｂ地区 約３．５ｈａ）   

 

地区計画の 

目標 

 

本地区は市中心部の佐野駅から南に約３㎞のところに位置し、地区北側には国

道５０号、東に約３㎞のところには東北縦貫自動車道佐野藤岡インターチェンジ

が位置する等、交通利便性の高い地区である。地区内には既に農業振興施設が立

地していることに加え、本市の第２次佐野市都市計画マスタープランにおいて、

交通利便性を活かした農業と観光の連携を図るエリアと位置付けているエリアに

位置しており、本市の農業の振興を図る拠点として期待度の高い地区となってい

る。以上のようなことから、本地区を、立地の優位性や既存機能を活かし、農業

の６次産業化など、周辺環境と調和のとれた農業振興拠点として維持・保全して

いくために地区計画を策定する。 
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土 地 利 用

の方針 

 周辺環境との調和を図りつつ、既存施設の活用や更新、新たな施設の整備により、

農業の振興を図るための拠点として土地利用を図る。 

    Ａ地区は農業と観光の連携を目的とした土地利用を図る。   

    Ｂ地区は農業の振興を主たる目的とした土地利用を図る。 

 

地 区 施 設

の 整 備 の

方針 

農業の振興を図る拠点として、ゆとりある良好な環境の形成を図るため、道路等

を適切に配置し、維持・保全を図るものとする。 

 

建 築 物 等

の 整 備 の

方針 

市街化調整区域の性格を踏まえながら、農業の振興を図る拠点として、周辺の

景観に配慮したゆとりある良好な環境を形成するため、建築物等に関して次の制

限を定める。 

１．建築物等の用途の制限 

２．建築物の容積率の最高限度 

３．建築物の建蔽率の最高限度 

４. 建築物の敷地面積の最低限度 

５．建築物の壁面の位置の制限 

６．建築物等の高さの最高限度 

７．建築物等の形態又は意匠の制限 

８．かき又はさくの構造の制限 
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施設の

種類 

施設の内容  

道路 種別 名称 幅員 延長 備考  

道路 区画道路１号線 ９．０ｍ 約３２２ｍ 配置は計画図表示のとおり 

道路 区画道路２号線 ９．０ｍ 約２３６ｍ 配置は計画図表示のとおり 

広場 種別 名称 面積 備考  

広場 多目的広場 １，０００㎡ A 地区に配置する。 
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建築物等の用

途の制限 

A 地区 B 地区 

次に掲げる建築物以外は建築しては

ならない。 

（１）飲食店（佐野市の特産品（飲食

物に限る）の提供又は市の区域内で

生産された農産物を主な材料とす

る料理の提供を主たる目的とする

ものに限る。）であって、床面積の

合計が２００㎡（市の区域内で生産

された農産物を主な材料とする料

理の提供を主たる目的とするもの

であって、市の区域内で生産された

農産物の販売を主たる目的とする

店舗又は観光農園の管理運営を主

たる目的とする事務所との複合で

ある場合は、５００㎡）以下である

もの。ただし、農山漁村活性化計画

（農山漁村の活性化のための定住

等及び地域間交流の促進に関する

法律（平成１９年法律第４８号）第

５条第１項に規定する農山漁村の

活性化に関する計画をいう。以下同

じ。）によるものである場合は、床

面積については、この限りでない。 

（２）工場(市の区域内で生産された

農産物を主な原材料とする食品の

製造又は加工を主たる目的とする

ものに限る。)であって、床面積の

合計が１５０㎡以下であるもの。 

次に掲げる建築物以外は建築し

てはならない。 

（１）農産物の生産、集荷、処理

又は貯蔵に供するもの 

（２）農業の生産資材の貯蔵に供

するもの 

（３）集会場（農業の振興に資す

る研修等を行うものに限る。）

であって、床面積の合計が５０

０㎡以下であるもの。 

（４）店舗（B 地区の第２号に掲

げる建築物の一部であって、農

業の生産資材の販売を主たる

目的とするものに限る。）であ

って、床面積の合計が２００㎡

以下であるもの。 

 

（５）事務所（B 地区の第１号か

ら第４号までに掲げる建築物

に係るものに限る。）であって、

床面積の合計が２００㎡以下

であるもの。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）店舗（市の区域内で生産された

農産物の販売を主たる目的とする

もの又は農業の生産資材の販売を

主たる目的とするものに限る。）で

あって、床面積の合計が２００㎡

（市の区域内で生産された農産物

の販売を主たる目的とするもので

あって、市の区域内で生産された農

産物を主な材料とする料理の提供

を主たる目的とする飲食店又は観

光農園の管理運営を主たる目的と

する事務所との複合である場合は、

５００㎡）以下であるもの。ただし、

農山漁村活性化計画によるもので

ある場合は、床面積については、こ

の限りでない。 

（４）ホテル（農業宿泊体験者及び農

業研修者の宿泊を目的とするもの

に限る。）であって、床面積の合計

が２００㎡以下であるもの。 

（５）事務所（観光農園の管理運営を

主たる目的とするもの、Ａ地区の第

１号から第４号までに掲げる建築

物に係るもの又はＢ地区の第１号

から第４号までに掲げる建築物に

係るものに限る。）であって、床面

積の合計が２００㎡（観光農園の管

理運営を主たる目的とする事務所

であって、市の区域内で生産された

農産物を主な材料とする料理の提

供を主たる目的とする飲食店又は

市の区域内で生産された農産物の

販売を主たる目的とする店舗との

複合である場合に限り、５００㎡）

以下であるもの。ただし、農山漁村

活性化計画によるものである場合

は、床面積については、この限りで

ない。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の容積

率の最高限度 ８０% ２００% 

建築物の建蔽

率の最高限度 ４０% ６０% 

敷地面積の最

低限度 １，０００㎡ なし 

壁面の位置の

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から、本地区の外周境界線、地区施

設の道路境界線及び隣地境界線までの距離は次の各号に掲げるものとする。  

（１） 本地区の外周境界線から５．０ｍ以上 

（ただし、緑地が配置されていない箇所は除く。） 

  （２）地区施設の道路境界線から５．０ｍ以上 

  （３）隣地境界線から１．０ｍ以上 

建築物等の高

さの最高限度 １０ｍ 

なし 

（ただし、集会場、事務所、工作

物については１０ｍ） 

建築物等の形

態又は意匠の

制限  

建築物、工作物の形態意匠は次のように制限する。 

１．建築物の外壁、屋根及び工作物の色彩は、原色を避け周辺環境と調和し

た落ち着いたものとする。 

２．屋外広告物は次の各号に適合しなければならない。 

 （１）自家用広告物とする。 

 （２）敷地内に設置し、路上へのはり出しを行わない。 

 （３）周辺環境に調和し、美観・風致を良好に保つものとする。 

かき又はさく

の構造の制限 

 

道路または隣地境界に面してかき又はさく（門柱、門扉を除く）を設置す 

る場合、その構造は次の各号のいずれかに適合したものとする。 

 （１）生垣 

 （２）敷地地盤面から高さ０．６ｍ以下のブロック及びコンクリート等の 

基礎部分の上に、透視可能なフェンスを施したもので、境界部の敷

地地盤面からの高さが１．５ｍ以下であるもの。 

 

また、門柱または門扉を設置する場合、その構造は次の各号のいずれかに 

適合したものとする。 

 （１）門柱 幅２ｍ以下で、境界部の道路面からの高さが１．５ｍ以下で

あるもの。 

 （２）門扉 境界部の道路面からの高さが１．５ｍ以下であるもの。 
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良好な地区環

境の確保に必

要なものの保

全を図るため

の制限 

１．周辺の自然環境及び営農環境と調和のとれた農業振興施設としての環境 

に支障を及ぼす土地の区画形質の変更を行ってはならない。 

 

２．本地区および周辺の良好な環境の形成及び維持・保全を図るため、本地 

区の外周には主に植栽を配置した緑地を、本地区の外周境界線の内側に５ 

ｍ幅で、土地利用計画図のように定める。また、緑地の区域においては、 

次に掲げる場合を除き、緑地以外の土地利用を行ってはならない。 

   ア. 敷地の出入り口を設置する場合 

（ただし、出入口幅は２ｍ未満とする。） 

   イ. 外灯、電柱を設置する場合 

   ウ. 屋外広告物を設置する場合 

   エ. その他公益上必要な場合    

 

 「区域は計画図表示のとおり」 

 理 由 

  本地区において、周辺環境と調和のとれた農業振興拠点として土地利用を促進するため、本地区計

画を決定するものである。 


